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小樽商科大CBCと国立大発兼業型ベ ンチャーの創造
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国内大学初のビジネス支援組織 「小樽商科大CBC」
国内第1号 〈国立大発兼業型ベ ンチ ャー〉の誕生
大学発ベ ンチャーの経営課題
大学発ベ ンチ ャーと地域経済
大学発ベ ンチ ャー とイノベーション
結び:大 学発ベ ンチャーの創造 に向けて
本論文では,平成13年9月に会社設立1年 を経た,国 立大発兼業型ベンチャー
第1号 「株式会社 ジェネティックラボ」の設立経緯と事業概要,お よび設立後
明 らか となった 〈大学発ベ ンチャー〉特有の経営課題 とその解決策について報
告する。筆者は,小 樽商科大学が平成11年に国内で初めて創設 した 「ビジネス
創造センター(CBC)」の設立に関わ り,現在学部ならびに大学院教育の傍 ら
CBC副セ ンター長 を兼務 している。 こうしたことか ら,北海道大学教官複数
からの支援要請に基づき,ジ ェネティックラボ社の設立を直接支援 し,設立後
は人事院事務総長からの承認 をもって兼業監査役 として同社経営に関わって き
た。こうした設立前および設立後の経験か ら得た知見をもとに,い わゆる 〈大
学発ベ ンチャー1000社構想〉に資する支i援策について,産 業政策の視点からも
考察を試みたい。
小樽商科大学商学部(兼 大学院)助 教授
ビジネス創造センター(CBC)副 センター長
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1国 内大学初のビジネス支援組織 「小樽商科大CBC」
(1)CBC設立 の背景 と理念
平成11年4月,国 内唯一 の国立商科大 であ る小樽 商科大学 は,OB会 支i援の下,
学 内組 織 「ビジネス創 造 セ ンター(CBC:CenterforBusinessCreation)」を
発足 させ た。 その後,平 成12年4月 に文部省(当 時)に よ り予算化 され,地 域
共 同研 究セ ンター として学 部 よ り独立 した。
CBCは,明治43年建学以来の伝統である く実学の実践〉理念 に基づ き,社会
科学系大学 としては初めて,〈新産業創出支援〉を目的 とする学部か ら独立 し
た全学体制のビジネス支援組織 である。その活動舞台は,CBC所在地である
小樽商科大キャンパスをはじめ,平 成9年 に札幌都心部に設置 した 「札幌サテ
ライ ト」,昭和14年に設立されたOB会 組織 「社団法人緑丘会本部会館」(東京
池袋サンシャインビル57F),現在協力関係を樹立中の米国ペ ンシルバニア州
にある大型インキュベーション施設に及んでいる。
(2)CBCの事業対象およびミッション
CBCの事業対象は,既 存企業 による新規事業はもちろん,新 たなベ ンチャー
企業の創業までを対象としている。すなわち,新 結合(イ ノベーション)を遂
行 しようとするすべての く企業家〉を対象 としてお り,対象 となる事業内容を
一切問わない。 また,CBCの ミッシ ョンは,高 度な技術やアイデアがあ りな
が らも事業化や起業に至 らないビジネスシーズを,大 学独 自の方法論か らビジ
ネスニーズに有機的に結合 させ,市 場競争に耐えうる事業創造を支援すること
にある。
(3)CBCにおける3事 業
以上の ミッションを達成するため,CBCは以下に述べる3つ の中核事業 を実
践 している。
大学発ベンチャー支援システムの研究1189
a)プロジェク ト事業:
国立商科大学ならではのビジネスネットワークを活用 し,ビジネス創造に不
可欠な学内外専門家や関連企業 ・官公庁 を有機的に結びつけ,共 同研究 ・受
託研究などの個別プロジェク トを組織化 ・具体化する。
b)情報発信事業:
明治 ・大正 ・昭和 と90年間収集 して きた各種統計資料 に加え,最 新のビジネ
ス創造に資するデータベースを構築 し,イ ンターネッ トを通 じて学外に情報
公開する。
c)高度職業人養成事業:
2600人の学部大学院学生はもとより,小樽キャンパスに学ぶ100名近い外国
人留学生や,昼 間働 き夜間は札幌サテライ トに学ぶ20名近い社会人大学院生
に対 して,リ アルビジネスへのインターフェース環境 を提供する。さらに,
共同研究先の企業 ・自治体 より共同研究員を積極的 に受け入れ,CBCとの
共同プロジェク トを進める。
(4)CBCの組織形態
小樽商科大学(明 治43年「官立小樽高等商業学校(OtaruHigherCommercial
Schoo1)」設置,明 治44年開校)は,商 学部および商学研究科経営管理専攻の
みを有する,90年の歴史をもつ国内唯一の国立商科大学である。それゆえ複数
の学部長が存在せず,学 長が学部 と大学院の長を兼任 している。その結果,
CBCは現在,文部科学省令施設「地域共同研究センター」として学長のリーダー
シップの下,各 学科選出委員で構成される 「運営会議」が意志決定を行い,議
長にあたるCBCセ ンター長が専任教授 としてCBC実務の指揮をとっている。
その下には,商 学部ならびに大学院の兼任教官である副センター長1名,主 任
3名を配置 し,かつ助手およびアシスタン トが各1名CBC事 務室で働いてい
る。他 に,大学事務局内にも 「地域連携推進室」が設置され,3名 の専属事務
官が置かれている。なお,学 部に所属する教官およそ140名が学科 ・専門を問
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わず,CBCが事務局を担う計15にのぼる登録研究会(学外からの参加 も自由)
に所属 し,必要に応 じて外部か ら申し込みや協力依頼のあった共同研究プロジ
ェクト等 に参加 している。これらの研究成果はすべて 『CBCディスカッショ
ンペーパーシリーズ』として公表 されてお り,これらの内で特 に優れたペーパー
に対 しては,別 途OB会 か らの出版助成 もCBC内で予算化されている。
こうしたCBCの組織において特にユニークなものは,CBC発足時に新たに制
度化 された 「CBC学外協力 ス タ ッフ(CBCAdvisoryStaff)」であ ろう。
CBCが,〈民間のビジネス創造〉 という従来の日本の国立大学 としては未知の
領域に踏み出すにあたって,相 当の困難と想定外の事態が予想された。そのた
め,弁 護士 ・会計士 ・弁理士 ・技術士などの有資格者に加えて,金 融 ・経営 ・
技術分野における民間専門家によるア ドバイスが不可欠 と判断された。その結
果,学 長 より毎年度当初に委嘱がなされ,業 務時問内のボランティア活動が認
め られる学外の専門家に対 して,旅 費等の実費を支給 し,無償の 「学外協力ス
タッフ」制度が発足 した。現在委嘱済みのスタッフ総数は計12名に達 してお り,
CBCがすすめるビジネス支援活動 に対 して,き わめて機動的かつ有効なア ド
バ イス を得 て い る。氏 名 と所 属 はCBCの ホー ムペー ジ(www.otaru-uc.
ac.jp/cbc/)で公開されているが,平 成13年4月時点 におけるス タッフは以下
の通 りである。
〈学長委嘱によるCBC学外協力スタッフ:五十音順〉
五十嵐伸吾
大石 一良
小寺 正史
佐藤 等
鈴木宏一郎
田村 丈生
土井 尚人
服部 統幾
伴 元晴
松田 一敬
松田 博行
溝渕 新蔵
財団法人三和ベンチャー育成基金 総務部長
朝日監査法人札幌事務所 代表社員(公認会計士)
小寺正史法律事務所 所長(弁護士 ・弁理士)
佐藤等公認会計士事務所 所長(公認会計士)
株式会社リクルー ト 九州ブロックマネージャー(本学修士)
行政書士田村丈生事務所 所長(行政書士)
株式会社日本プロマイト 常務取締役(ISO認定者)
日本政策投資銀行 新規事業部調査役(本学修士)
株式会社富士銀行 法人営業部成長企業支援室長
北海道ベンチャーキャピタル㈱ 常務取締役(MBA,本学修士)
千代田化工建設㈱ 部長代理(工学博士,技術士)
アピアプリント㈱ 会長(本学修士)
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学内事務局
(3名)
CBC事 務 局
(2名)
総 務 部 主 任
研 究 部 主 任
情報資料部主任
学外協力スタッフ
(12名)
弁護士,公認会計士,技術士
金 融専門家等 を学長委嘱
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図表一1CBCの 組織形態(平成13年4月現在)
(5)CBCの活動領域
こうした事業を推進 しているCBCは,構 想段 階にあった平成10年当時か ら次
の5つ の活動領域を想定していた。
a)理工系大学や公的研究機関における技術 シーズと,国 内外 ビジネスニー
ズの有機的結合
b)新産業創出のための専門家や関係諸機関との連携強化
c)学外からの相談窓口の一元化
d)ビ ジネス創造に資する各種セ ミナーの開催
e)民間企業および道市町村からの共同研究員受入れ
そのうち,現在,主 要な国の産業政策 とな りつつある く大学発ベ ンチ ャー〉を,
上のa)に おいて既に3年 前に活動領域 として定義 していたことは特筆されよ
う。
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(6)CBCによる 〈大学発ベンチャー〉支援活動(4件/平 成12--13年実績)
小樽商科大学CBCは,4つ のバ イオ系 く大学発ベ ンチャー〉の設立にいたる
兼業申請か ら資本計画 ・定款作成 ・会社登記にいたる 〈大学発ベ ンチャーのフ
ルライン支援体制〉を確立 し,道 内3社 には設立と同時に本学教官3名 を 「兼
業監査役」として送 り出した。
会 社 名 設 立 兼 業 取 締 役 CBC支援内容
㈱ジェネティックラボH12/9北 大医学研究科教授
(札幌市:DNA解 析関連)北 大遺伝子病制御研究所教授
㈱ジーンテクノサィエンスH13/3北 大遺伝子病制御研究所教授
(札幌市:DNA解 析関連)北 大医学研究科教授
㈱ユージンH13/10
(熊本市:遺伝子機能解析関連)
㈱ レメ ノデ ィスク研 究所H13./11
(札幌 市:再 生 医療 関 連)
熊本大学医学部教授
札幌医科大学教授
兼業申請+兼業監査役
兼業申請+兼業監査役
兼業申請
道兼業規定+道兼業申請
兼業監査役+顧問会計士
2国 内第1号 〈国立大発兼業型ベンチャー〉の誕生
(1)設立経緯
平成13年4月20日施行の 「産業技術力強化法」を受けて,国 家公務員法第103
条第3項 に基づ き人事院規則14-18(国立大学教員等の研究成果活用企業の役
員等との兼業)及 び人事院規則14-19(国立大学教員等の株式会社等の監査役
との兼業)が 改正され,審 査のうえ国立大教官の役員兼業が人事院より許可さ
れるようになった。 これを受けて,CBCでは以下のとお り現職の北大教官2
名が参加する国内初の 〈国立大発兼業型ベンチャー〉の設立支援要請を受け,
その設立に関与 した。以下にその具体的プロセスを説明する。
・平成12年1月:CBCは,民 間企業お よび北大医学研究科 ・遺伝子病制御
研究所の教官 よりバイオ研究の事業化 について相談を受け,〈国立大発兼業
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型ベンチ ャー〉の可能性 を札幌サテライ トで説明 した。
・平成12年4月:「 国立大学教官 による役員兼業許可」を受け,CBCは北
大医学研究科においてすでに具体化 していたDNAア レイコンソーシアムに
参加する医学教官グループおよび支援民問グループに対 して,バ イオベ ンチ
ャー設立のための具体的手続きに関する説明会を実施 した。
・平成12年5月:事業化をめざす北大チームよ りCBCに役員兼業を前提 と
するベンチ ャー設立に向けた支援を正式に受け,同 時に小樽商科大教官によ
る兼業監査役の就任 も同時に要請 された。
・平成12年6-7月:CBCは,北 大医学研究科事務方への連絡 も含め,兼
業申請書類作成全体を支援 し,北大 ・小樽商科大の事務局より兼業申請を文
部省経由(当 時)で 人事院に提出した。
・平成12年8月:人事院事務総長により兼業を許可され,ただちに複数の国
立大教官および民間個人が出資する法人の設立登記がなされた。
・平成12年9月:「株式会社 ジェネティックラボ」法人設立登記。本社 は札
幌市で資本金1000万円従業員2名 でスター トした。
(2)事業概要
役員6名 中4名 が現職の大学教官であ り,内3名 が人事院により兼業を許可さ
れている。
代 表 取 締 役 会 長=民 間企業代表取締役
代 表 取 締 役 社 長=ペ ンシルバニア大学医学部併任教授
&北大先端科学技術共同研究センター客員教授
取 締 役(研 究開発)=北 大医学研究科教授
取 締 役(研 究開発)=北 大遺伝子病制御研究所教授
*非常勤取締役(財 務)=北 海道ベ ンチャーキャピタル株式会社常務取締役
(*平成13年3月より就任)
監 査 役=小 樽商科大学商学部(兼 大学院)助 教授
&ビ ジネス創造センター(CBC)副センター長
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主たる事業は,が ん関連の遺伝子発現情報を収集蓄積す ることにあり,そ のた
め,現 在3つ の研究開発 をすすめている。
a)オリジナル 「DNAアレイフィルター」の開発
b)ア レイフィルターを通 じて収集する日本人特有のがん関連遺伝子の発現
情報データと患者の臨床データを集積 した統合データベースの構築
c)オ リジナルのデータベースをもとに行 う大手製薬企業との創薬開発に関
する受託共同研究の展開
北大遺伝子病制御研究所は,ジ ェネティックラボ社の設立 と同時に共同研究契
約を結び,北 大先端科学技術共同研究セ ンター内に設置 された共同研究ラボで
は,大学教授 と社員研究員が最新鋭の解析機器 を駆使 して共同研究を進めてい
る。同社では,こ れまで国立大学の限られた予算ではなかなか実現できなかっ
た優れた若手研究員の即時採用や機材の即時購入 ・解析業務の受託などが,主
任研究員の判断 と毎月開催 される役員会承認だけで行えるようになったことか
ら,研究開発ス ピー ドが飛躍的に加速 された。
このように,〈大学の優れた知的インフラ〉 と 〈民間企業の資金力 と機動力〉
の新結合によるマネージメント・イノベーションが,次 々と新たな研究成果を
生み出しつつある。創業10ヶ月にあたる平成13年7月には国内有力私大医学部
か ら大口の研究委託を受注,平 成13年8月にはがん関連DNA解 析情報を載せ
たアレイフィルターを初出荷 し,創業1年 目にあたる平成13年9月には米国の
バイオベンチャー企業への技術供与契約が予定 されるまでに成長 した。
また財務面では,平 成13年3月に地域系独立ベンチャーキャピタル(VC)か
らの投資及びワラント債発行 とCFO派遣受け入れを決定 した。 さらに平成13
年8月 には,地 元IT系公開企業ならびに国内大手VCか らの投資も得て,平
成13年9月末現在で資本金7,500万円,従 業員7人 へ と成長 した。
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3大 学発ベンチャーの経営課題
(1)国家公務員倫理規定法と株式投資
1980年代末に生 じたいわゆる未公開株式譲渡に関わる 「リクルー トコスモス事
件」以来,国家公務員が株式を購入することへの不信感は,〈大学発ベ ンチャー〉
を設立する上で欠かせ ない出資 ・投資行為に関 して,大 きな心理的障害 となっ
ていた。
「株式会社 ジェネティックラボ」設立支援 に当たって,CBCでは 「商法」「証
券取引法」ならびに平成12年3月に施行された 「国家公務員倫理規定法」を詳
細に分析 した結果,〈 大学発ベ ンチャー〉設立にあたって,国 立大教官による
出資は可能 との結論に達 した。なぜならば,同 規定法第3条 に定める禁止行為
の5は,「利害関係者か ら未公開株式(証 券取引法(昭 和23年法律第25号)第
2条第11項に規定する証券取引所に上場されてお らず,か つ,同 法第75条第1
項の店頭売買有価証券登録原簿に登録 されていない株式をいう。)を譲 り受け
ること。」 と定義 されてお り,会社設立後の未公開株式の購入が明確に禁止 さ
れた以上,論 理的に設立前 出資ならびに公開後の株式売却は禁止 されてはいな
い と判断 し,出資者 リス トについても兼業承認申請書類に含め文部省経由で人
事院に提 出した。
同規定法の解説 によると,「利害関係者か らの未公開株式の譲 り受けは,無 償
の場合 に限 らず,有償の場合でも禁止 される。」と説明 し,その理由として,「未
公開株式は,一 般の者には入手が困難であり,通常値上が りが予想されるもの
であることから,未公開株式の譲渡は,利 害関係者 との間に,通常ではない関
係が存在するものと外部からみなされ,当 該職員の職務の執行の公正 さに対す
る疑惑や不信を招 く行為であるため,禁止されている。」と説明する。つま り,
利害関係者(① 許認可する事務,② 補助金を交付する事務,③ 立入検査,④ 監
査又は監察をする事務,⑤ 不利益処分をする事務,⑥ 各省が所管する事務のう
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ち発達,改 善及び調整に関する事務,⑦ 国の支出の原因となる契約に関する事
務,⑧予算,定数,定員に関する事務(人事院,総務庁,大蔵省の職員に限る))
か らの未公開株式の有償 もしくは無償の譲渡を禁 じているのである。
それゆえ,同 規定法の未公開株式の譲渡禁止条項の背景に 〈利害関係者 との不
透明な経済関係の排除〉が念頭 に置かれていると理解される。そもそも,兼業
取締役の事前承認を前提 として新たに設立された く大学発ベンチャー〉への投
資行為が,こ のような利害関係者との不透明な経済関係 と無関係である。
しか しなが ら,国 公立大学において生まれた技術を大学教官が,TLO等の組
織を経由せずに,ストックオプション等による株式入手交換 に技術供与を行い,
後に株式公開後に国家公務員現職の状態でス トックオプション行使を行ってキ
ャピタルゲインを得た場合,若 干の危惧が残る。なぜ なら,技術供与を受けた
既存企業が,も しもその教官 との共同研究を前提 として多額の公的補助金 を受
けて技術の実用化に成功 した場合,か つ当該教官が当該企業の補助金獲得 に実
質的な支援を行 える立場 にあった場合,当 該教官が当該企業の商業的成功の結
果 としてのキャピタルゲインを受けることは,国 家公務員倫理規定に抵触 しな
いとして も,経済倫理面での疑問が残る。さらに,こ うした事業の背後で当該
教官の家族名義の株式購入がなされていた場合や,当 該企業の資本 ・役員会が
同族で構成 されていた場合には,さ らに深刻な商道徳倫理面での疑問も残る。
以上の点か ら,北海道において国内第1号 である 〈国立大発兼業型ベ ンチ ャー〉
の企業設立を支援する過程で,特 に出資面で以下の4点 に留意 した。
a)兼業承認を前提 とした,商 法に合致 した新 しい株式会社設立を目指す
b)既存法人か らの出資は一切認めず,個 人による本人名義出資に限る
c)民聞企業などの役員 ・従業員などが出資する場合に,そ の合計出資比率
を厳 しく制限する
d)会社設立後の,設 立出資者ではない国公立大教官および民聞個人からの
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投資申し出を断った
このようにして,北大ならびに小樽商科大の職員人事関連の事務局,文部省(当
時)お よび人事院の きわめて建設的で熱意ある対応によって,国 内初の国立大
教官による兼業承認を前提 とする く大学発ベンチャー〉は,平 成12年8月11日
人事院事務総長 より文部事務次官宛で承認 され,お よそ2週 間の会社設立登記
準備を経て平成12年9月1日に札幌法務局にて法人=登記が完了 した。
会社設立後2ヶ 月を経て,当 初の資本金は枯渇する状況に陥 り,速やかに役員
による2000万円の増資ならびに役員以外の株主への同額増資要請が,取 締役会
で決議された。その結果,設 立半年後にあたる平成13年3月に地域系独立VC
か らの投資が決定されるまでの6ヶ 月間における企業存続は可能 となった。つ
まり,企業設立後に当然訪れる資金ショー トに対 して,国 内第1号 の 〈国立大
発兼業型ベ ンチャー〉は,役 員の連帯債務保証による銀行借 り入れという一般
的な方法を排 し,出 資者による増資 とい う方法 を選択 した。 この増資時点で
は,すでに設立出資者であった国立大教官はく未公開株式の購入〉ではな く,〈経
営 リスクを負 う形での増資〉 という形を選択した。
(2)技術移転 ビジネスとしての 〈TLO>と〈大学発ベンチャー〉
国立大学か らの組織的な技術移転 については,すでに平成11年より「承認TLO」
機関を通 じて開始されたところだが,一 度,研 究者個人がTLOに 技術 を無償
提供 し,それをTLO自 身が自己負担で特許化 して,最 後に技術 を求める民間
企業 にTLOの 保 有する技術 が売 られれば,〈発 明者 である大学教官個入〉
〈TLO>〈大学〉で収益 を3等分するというのがTLOの ビジネスモデルである。
けれども,こ の方式を十分機能 させるためには,米 国で観察されるように,豊
富な自前 ・外部財源(学 内VCを 含む)を 有する大学(米 国では少数の有力研
究型私立大)に,以 下に述べる6つ の く技術移転の再循環インフラ〉を享受で
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きる環境が必要である。すなわち,
a)大学理事会は,特 許化できる技術開発に積極的な研究者に対 して,大 学
の予算施設および人的資源を重点的に配分する
b)その結果,産 業界の求める特許が大学内で次々と生 まれる
c)こ うした特許を事業化 しようとする学内研究者に,学 外VCは もとより
〈学内VC>も 出資する
d)大学研究者は,こ れ らの技術の早期事業化 を目指すベンチャー企業に積
極的に関与する(設 立最低資本金は30万円程度)
e)素早 く株式公開 し,投資者(大 学 も含む),研究者,社 員がス トックオ
プションを行使 して株式 を株式市場で売却する
f)最後に,キ ャピタルゲインを得た研究者は 〈起業成功者〉として再び大
学に復帰 し,後進を指導す るとともに,自 ら保有するキャピタルゲイン
を く大学発ベ ンチャー〉に再投資する
しか しなが ら,今 日,日 本の大学内外に,こ のような起業インフラが存在 した
ことはなく,これか らも多 くを期待することはで きない。加えて,地 方の国立
大学が抱える致命的な問題が残る。それは,た とえ素晴らしい 「特許」が生 ま
れても(こ れまでにも存在 した),その売 り込み先が地方には存在 しないこと
である。それゆえ,発 明者の意図に反 して,こ れ らの技術 は大学の存在する地
域内で実用化 される見込みはほとんど無 く,首都圏を中心 とする大手企業に安
く売 り渡され,発 明者である教官の日常の活動領域外で大手企業によって技術
は実用化もしくは企業内で死蔵されてきた。
このような 〈技術移転の再循環インフラの欠如〉,および く地域外への技術放
出〉 といった障害を乗 り越えるためには,国 立大学教官の兼業役員による く大
学発ベ ンチャー〉の創造が有効 と考えられる。なぜなら,地方の国立大学が生
み出した技術を発明者自身が事業化する 〈大学発ベ ンチャー〉は,大 学周辺す
なわち地域内部における技術集積を図れると同時に,地域外の顧客 となる首都
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圏大手製薬企業や海外企業に対 して,〈製品開発〉のみならず,受 託ビジネス
を通 じた く知識情報提供〉が可能 となるか らである。
(3)大学教官による兼業役員と経営責任体制
兼業役員(取 締役 ・監査役)は,そ の執務時間が1ヶ 月に1回 度程度開催 され
る取締役会に,大学の勤務時問外で参加するほかには役員兼業が許されていな
い。そ して,6ヶ 月(毎 年4月 と10月)ごとに前期 に受け取った役員報酬 と執
務時間は人事院ホームページで公開される。こうした条件の下,借 入金 もな く
資本金のみで,し かも3-5年 間にわたってほとんど売上 もな く,研究開発投
資を続けなければな らないバ イオベ ンチャーの経営は,大 変困難である。
これに対 し,役員兼業に先立 ち平成9年4月1日 か ら実施 された 「職員の兼業
の承認および許可の手続 き」の一部改正によって,いわゆる国家公務員法第104
条に定める 「営利企業の事業 に関与する場合」で,「(二)営 利企業 における
研究開発(基 礎研究,応 用研究及び開発研究をいい,技 術の開発を含む。以下
同 じ。)に従事 し,又 は研究開発に関する技術指導に従事す る場合」は,審 査
のうえ各国立大学長より許可 されるようになった。
その報酬については 「社会通念上合理的なものであること」 とされ,そ の勤務
時間については 「一律的な兼業の時間による制限を行わず」 とされている。ま
た,期 間についても 「許可又は承認を得て兼業の期間を更新することは差 し支
えない」 とされている。
ここで同法第103条と同法第104条の違いは,同 法第103条が 「役員,顧 問およ
び評議員」を対象 としているのに対 して,同 法第104条は 「研究開発 に従事」
並びに 「研究開発に関する技術指導」するものをいう。それゆえ,平 成12年4
月の 〈第103条に基づ く役員兼業承認〉以前に,平 成9年4月 時点で く第103条
に基づ くCTO(最 高技術責任者)や 技術ア ドバイザーの兼業は可能であった
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と解すべ きである。こうした状況は,予 想される国立大学の独立法人化でも教
官組織が公務員型 を選択する限 り大 きな変化はないだろう。
そこで,実 質的な研究成果を有する若手教官は,新 たに く大学発ベ ンチャー〉
が計画 された際に,自 らも小口(大 ロでも良い)の 出資を行 うと共に,大 学の
発明委員会か ら承認された特許関連技術 を,設 立された 〈大学発ベ ンチャー〉
に提供 しかつ く技術 ア ドバイザー〉 もしくは 〈CTO>に自ら就任 し,大学 で
は難 しい実用化研究をVC等 からの直接投資で得た資金を用いて大規模 に行う
ことが,こ れか らの研究開発型ベ ンチャーに望 まれる。
そうした観点では,今 後は商法で規定される設立時の役員任期が取締役 ・監査
役ともに1年 であることに着目して,設 立時に自ら役員 として兼業承認を受け
〈大学発ベ ンチ ャー〉を設立するが,実 質的にその期間を準備期間とみなして
オフィスを持つ他は,実 質的な投資活動を1年 間行わないベンチャー戦略も考
えられる。そ して,そ の1年 間に2期 目以降に会社の経営 を託せ る有能な
CEO,COO,CFOをスカウ トし,商法の定める2期 目からの役員選任 におい
て,自 らは非役員である 〈創業者(兼)CTO(技 術最高責任者)〉に就任 し,
他は民聞人を充てることが考えられる。この場合,本 人は役員ではないため経
営を直接 コン トロールすることは出来ないが,株 式の比率 を経営権 を有する
51%以上,もしくは取締役会での決定に拒否権 を有する34%以上 とすることで,
実質的な経営権 を確保できる。
4大 学発ベンチャーと地域経済
〈大学発ベ ンチャー〉を地域新産業の先端モデルとしてとらえた場合,地 域経
済において,そ の存在は新たな色彩 を帯びる。なぜならば,海 外や国内に情報
発信するだけの高い技術力を有する大手企業が全 く存在せず,理 工系学部 ・大
学院修了者の域外流出が続 く地域経済社会において,ハ イテク型ベ ンチャーの
象徴 ともいえる く大学発ベンチ ャー〉の創造は,地 域の人々と国内産業にとっ
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てきわめて大 きなアナウンス効果 をもつか らである。
(1)新たな地域産業クラスターの形成
札幌市内においては,国 立の北海道大学医学研究科 と道立の札幌医科大学は,
車で10分ほどの距離で近接 してお り,研究者や教官の交流 も盛んである。また,
CBCの支援 により北大教官 らが設立 した2つ のく大学発ベンチャー〉である「株
式会社 ジェネティックラボ」と 「株式会社ジーンテクノサイエ ンス」は,北 大
医学部附属病院の道路を挟んだ向かいの同一の商用ビルに本社オフィスを構え
ている。
その結果,北大医学研究科に隣接 する地域 に2社が立地 していることになるが,
これは 「札幌BizCafe」に代表 されるIT・ソフ ト系企業200社がひ しめ く札幌
駅北口から北大東側エ リアにかけてのいわゆる 「サ ッポロバ レー」において,
新たなバイオ軸創出の端緒 となることが地元で期待 されている。 もちろん,一
般商用 オフィスで間に合 うIT系と異な り,バイオ系はウエ ットラボを必要 と
する。それは一般的な商業地域になじまず,か つ通行車両の行 き交 う振動の激
しい地域 もまった く不適である。そのため,や がて近い将来には,市 郊外に設
けられるであろう大規模なバイオインキュベーション施設にこれらの企業は集
中的に立地が進むもの と考えられる。
このようなバイオ系企業の集中立地は,や がて産業クラスターの形成に向か う
と予想 される。なぜならば,北 大だけで農 ・理 ・医 ・工 ・歯 ・薬 ・獣医学部 と
大学院,独 立研究センターなどに3000名近い研究者が在籍 し,車 で10分圏内に
最新設備 をもつ優れた 「札幌市立病院」および 「札幌医科大学」が存在するこ
とか ら,限定 された地域内におけるバイオ系の研究者および博士修了者の分布
密度 は国内最上位 にある。「サ ッポロバ レー」が得意 とするIT系ベ ンチ ャー
に加え,これ らの大学研究者が設立に関与するバイオ系の 〈大学発ベンチャー〉
群が100社(現在の国内ニューバ イオベンチャー数)に 達 した段階で,米 国 シ
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リコンバ レーにも劣 らないバイオクラスターが形成されたと見なして良いだろ
う。
筆者の個人的見解では,1年 に10社の割合で 〈大学発ベ ンチャー〉が今後10年
間にわたって継続的に札幌ならびに道内各地で誕生すれば,将 来,ア ジアで も
最 も成長するハイテク産業地域が生 まれると予想している。
(2)地域における唯一の高度技術蓄積
首都圏から離れた地域において,首 都圏の大手企業を顧客にしうる高度な技術
蓄積が,そ の潜在力も含めてなされている唯一の組織体が 〈国立大学〉および
〈公立医科大学〉である。
これ らの大学は,従 来 〈サイエンス〉に重きをなし国内外学会への論文投稿競
争に終始 してきた。 ところが,1990年代に入って米 ソの冷戦構造が終焉すると
ともに,特 に米国はそれ までの西側同盟国に対 して,〈軍事優位〉の姿勢か ら
一転 して 〈技術優位〉の立場を明確にし,自国で生 まれた知的資源を財産化す
るための 「プロパテント戦略」を行使するようになった。最近,日 本の理化学
研究所の研究員が滞米中の研究機密持ち出しで米国側 より告訴 され,日 本人が
考えている以上に事態は深刻化 している。
一度学会などで発表 した論文は特許出願権を失ってしまい,結局 自国で開発 さ
れた貴重なサイエ ンスとしての研究成果が,自 国の国民の健康を守 る医薬品等
の産業化が出来なくなって しまう恐れが現実 に生 じている。こうした く科学の
産業化〉に対 して,米国では どのような対応策が採 られているか といえば,1980
年 に成立 した 「ベイ ・ドール法(Bayh-DoleAct)」が有名である。この法律
によって,米 国の大学や企業は,連 邦政府の開発資金を得て開発 した研究成果
の所有権 とライセンスの交付権を得た。これを一部取 り入れた ものが我が国で
2000年4月に施行された 「産業技術力強化法」である。
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日本政策投資銀行の報告書 『大学によるベンチャービジネスと地域開発 一米国
の大学における新規起業 と地域連携の具体例 一』(2000年9月LA-26国際部
駐在員報告のP.5)は,ベ イ ・ドール法に関して以下の通 り説明する。
「法の意図するところは,大学のような非営利組織が産み出した技術に,特 許
権,販 売,ラ イセンスを与える等の活動 を認めることにより,国家資金を投入
した発明や創造的アイデアの商業化を促進することであった。更に,こ れら大
学等の組織 は技術か らのライセス収入を自己の収入とする権限が与えられた
が,但 し交換条件 として,政 府に対 しては無料で技術の使用を認めることが義
務付 けられている。なお,こ の法律の定める条件やガイドラインで注 目される
点は,特 に中小企業に優先権を与えることを義務付けていることである。
上記の法律成立に呼応 し,主要大学では教授や研究者を対象にした新 しい知
的財産に関する方針や基準を設けた。 また主要大学では,1980年代初めに技術
の特許 とライセ ンシングを取 り扱 う技術移転局(OTT:OfficeisofTechnolo-
gyTranfer)を設立 した。」
その後,特 許収入だけで1999年に第1位 のコロンビア大学は,9580万ドル(約
115億円)に 達 したと報告されている。 もっともこれは1980年のベイ ・ドール
法の施行か らおよそ20年を経た数字であ り,「産業技術力強化法」が 日本にお
いても施行 されたのが昨年であるため,日 本の大学が実績を上げ出すには少な
くとも10年を要するものと見 られる。 しかしなが ら,昨年のゲノム情報解読宣
言以降,世 界の遺伝子関連ビジネスは急速 に成果を上げだ してお り,およそ3
-5年 間でおおかたの遺伝子病に関する重要情報の知的財産権は取得されると
考えられる。
こうした状況にあって,先 述 した通 り,大手の製薬企業や研究所組織 も存在 し
ない地域において,世 界的なバイオの技術開発をすすめるための唯一の拠点と
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もいうべ き存在は,地 方の国公立大学である。なぜならば,大 学という く知の
拠点〉は,国 民の健康を国内大学の研究者によって開発された技術で守ると同
時に,自 らの意志 と努力によって自らの研究フロンティアを拡げてゆかねばな
らないからである。 もはや,欧 米の研究の追試実験 している時代 は終わった。
大手企業 も中央研究所 も存在 しない地域であるからこそ,地 方の国公立大 は
〈科学の産業化〉に貢献 し,その具体的な手法 として 〈大学発ベンチャー〉の
創造が,納 税者である国民から求め られている。
(3)地域ベ ンチャーへの投資活性化
平成11年8月に設立 された北海道ベ ンチ ャーキャピタル株式会社(本社札幌市)
は,日本国内では初めての地域系独立VCで ある。「投資事業有限責任組合法」
に基づ き北海道ではじめての地域密着型投資ファンド 「ホワイ トスノー第一号
投資事業有限責任組合(基 金8.6億円)」を運用 している。そのホームページ
(www.hokkaido-vc.com/jp/)において,同 ファン ドを設計 した北海道ベ ンチ
ャーキャピタル株式会社常務取締役の松田一敬氏(MBA,本 学修士)は,会
社設立経緯を以下の通 り説明する。
「ベ ンチャービジネスへの資金供給 としては,本来 リスクキャピタルが対応す
るべ きという考え方があ ります。 この リスクキャピタルの担い手はビジネスエ
ンジェルであり,ベ ンチャーキャピタルです。 しか しリスクキャピタル供給の
主役であるベ ンチャーキャピタルとしては,道 内にジャフコ,日本アジア投資
加えて昨年7月 に設立 された北洋銀行系の北洋インベス トメントの3つ しか存
在せず,主 に道内企業 もしくは北海道に拠点 をお く企業に限定 して投資する道
産子ベンチャーキャピタルは1つ もあ りません。地域経済の発展 とベンチャー
キャピタルの数には相関関係があるという学説 もあり,地域新興の観点か らも
地域密着型ベ ンチャーキャピタルの誕生が切望されていました。
そこで,わ れわれはこうした状況打破をめざし,道 内に地域密着型のベ ンチ
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ヤーキャピタルを設立 しました。 このベ ンチャーキャピタルを通 じてファンド
を調達 し,有望なベ ンチャービジネスを発掘 し,投 資し,〈事業 を育てる〉 と
いう役割を果たしなが ら,投資先企業の世界市場における発展を目指 し,尽力
していきたいと考えているのです。」
従来型の企業 ファイナンスは,担 保 を前提 として,日 々の元利金返済をベース
として短期(1年 未満)お よび長期(1年 以上)の 融資を行う 〈間接金融〉を
銀行が行ってきた。 しかしなが ら,1000万円程度の少額な資金で開始して,3
-5年 間にわた り研究開発が主で日々の売 り上げのめ どが立たないバイオベ ン
チャーでは,月々の元利金返済などもとより不可能である。こうしたベンチャー
に対 して,大 胆 にして細心なる投資を実行 し,その知的財産権を大手の製薬企
業などに研究受託形式で売 り込み,やがて株式公開まで支援するVCの 登場が,
特に地域 において渇望されていた。
こうした 〈直接金融〉が地域 において発展するためには,必 要条件 として大手
企業からの研究受託を受けられるほどの優れた研究能力 と技術 開発力 を有する
ベ ンチャー企業が必要である。その研究基盤が 〈大学〉であ り,技術開発力が
〈大学発ベ ンチャー〉 といえよう。また,十 分条件 としては,そ れ らのVCに
おいて投資を決定する くキャピタリス ト〉 と呼ばれる技術の目利 きが必要であ
り,自 ら事業の採算性を計算 してCFOと してベ ンチャー企業の経営に参画す
るとともに,大手の企業にベンチ ャー企業の技術 を売 り込めるだけの戦略的な
交渉能力 を有する入物でな くてはならない。 これを単純化 し理想化すると,こ
の種のキャピタリス トにはMBAと 生化学分野におけるPhDの両方を取得済
みで,か つファイナンス企業で10年近い実務経験が求められる。
米国のビジネススクールには,平 均 して10%近い生化学や医学分野のPhD取
得者が学生お よび教官 として存在するが,日 本国内ではこれに相当する人材は
ほとんど存在 しない。 しかしなが ら,希望がないわけでない。すでに一流の大
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学(主 に法学部)を 卒業 し,一流の金融機関で働 きなが ら,社内でその実力 を
100%発揮できず にいる優れたビジネスマンは少 なか らず存在する。 この よう
な人材に,一 つはアントレプレナー(起 業家)教 育 を施すことと,二つは生化
学に関する基礎的な実験および理論の教育を行うことで,優iれた素質を有す る
人材であれば2年 程度の教育で有能なベ ンチャーキャピタリス トやバイオベン
チャーのCFOと して活躍できることが,小 樽商科大の社会人大学院プロプラ
ムにおける教育成果から確認されている。
それゆえに,〈大学発ベ ンチャー〉を地域に創造す ることは,単 にベ ンチ ャー
ビジネスを活性化 して地域の開業率や有効求人倍率を高めるのみならず,
a)国営貯蓄銀行などに埋 もれ死蔵されている国内貯蓄を,新 産業の端緒 と
な りうるベ ンチャー投資機会に向かわしめる,
b)日本経済の再生に不可欠な構造改革過程で,不 可避的に金融機関や大手
メーカーから流出せざるを得ない有能な人材 に対する,自 己学習 と再就職
の機会を創出する,
c)有能なポス トドクタ研究者に,大 学 と共同研究をすすめなが ら優れた技
術開発を行える雇用機会を創出す る,
ことに対 して貢献す る,大 きな可能性 を秘めている。
5大 学発ベ ンチャーとイノベーシ ョン
日本経済は,そ の社会的組織構造も含めてイノベーションの停滞ないし不足 に
苦しんでいる。国民一人あた りで世界最高水準の貯蓄と識字率 を誇 り,農業お
よび工業の生産技術 も他国の追従を許 さない レベルにある。にもかかわらず,
過度な く円高〉は国内製造業の国際競争力 を見かけ上失わせせ しめ空洞化が進
み,国 際競争力のほとんどない金融サービス業における弱体化がさらに日本企
業の国際競争力を弱めている。 また,非 常識ともいえる官業 ビジネスの市場 占
有は本来の民業の市場 における収益性を極端に薄めている。
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このような問題の根元 として,筆 者 は日本社会における 〈イノベーションの枯
渇〉 にあると見ている。なぜなら,旧 くなった社会システムを創造的に破壊 し
て,新 しい社会 システムに更新 してゆこうとす る意欲や力が,国 内において急
速に減退 しているか らである。それではどうすれば,日 本は幕末や太平洋戦争
の敗戦後に見 られた劇的な国の再生=社 会のイノベーションを再現できるであ
ろうか?
(1)仮説:3段 階イノベーション ・モデル
カール ・マルクスは,社 会の上部構造 を規定するものが下部構造としての生産
様式にあると,彼 の主著 『剰余価値学説史』ならびに 『資本論』で詳細に分析
した。 この定義に従えば,社 会的イノベーションが枯渇気味な上部構造 を規定
する,社 会の下部構造における生産様式の く技術イノベーシ ョン〉が不可欠と
考えられる。そこで筆者は,〈技術 イノベーション〉を3つ の段階に分類 し,
それぞれの過程を支える く主体〉と 〈成果物〉および移行過程におけるエンジ
ンとなるべ き 〈精神〉のモデル化 を,図 表一2で 試みた。
段 階 研究段階 イノベ ー ション
何に使 えるか わか らない
開発段 階イノベー ション
何 に使 えるかわかる
生 産段 階 イノベー シ ョン
低 コス ト&高 品質 を追求
成果物
主 体
兼業型ベンチャー
製造 ノウハ ウ
ア ウ トソーシング
↑
レ 大 手企 業
及び中堅企業
学術 発表
学術 論文
率
国公立大学
国立研究所
大手企業中央研究所
電力・NTT等の研究所
レ 特 許 出願
技 術移転
↓
大手企業技術研究所
阜
開発型ベ ンチ ャー
競争者 先進国の大学 ・研究機関 米国等のハ イテク型ベ ン
チ ャー
中国 ・韓 国 ・台湾等の
アジアの 中進 国
↑
1起 業家精神 車1企 業家精神 桑
(ブリッジのエ ン ジン)
科学技 術立国 としての 国民 的コ ンセ ンサス<
図表一23段 階イノベーシ ョン ・モデル
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日本は,明 治維新期に 〈生産段 階〉の模倣から出発 した。ところが,プ ロシア
か ら技術導入 した 「官営八幡製鉄所」(1901年)がうまく機i能しない原因を日
本人技術者が着実に解決す る過程で,製 鉄に関する日本独 自の技術開発が始ま
った。豊田織機 も同様である。つま り,日本の技術 イノベーションが,20世紀
に入って く開発段 階〉に一部入ったと考えられる。そして,日本の く開発段階〉
におけるイノベーションは,独 創性 という点で太平洋戦争期間中に,同 盟国 ド
イッからの細々とした潜水艦 による技術導入を除いて,欧 米か らの技術導入が
完全に遮断された1942-44年に頂点に達 した と推定される。
太平洋戦争への準備局面において,そ れまで満足 な自動車産業さえ存在 しなか
った日本において,旧 帝国陸海軍は20年程度の短期間で欧米からの技術導入に
よって航空機産業を国内に根付かせた。そ して,素材 と加工技術の劣悪 さには
泣かされたものの,日 本の航空機技術者達はエ ンジニアリング能力において太
平洋戦争中に世界最高水準の単座戦闘機を創 り上げた。例えば,1944年に陸軍
で制式化 された 「疾風」は,2000馬力エンジン 「誉」を搭載 し,総重量は世界
の同出力戦 闘機 平均重量 の2/3を 達成 し,最 高速 は戦後 の米 軍試験で
630Kmを越える高性能を示 した。 「疾風」は,開 戦以後の1942年に試作開始 し
たモデルであったことか ら,すでに航空機 という工業技術の頂点に立つ分野で,
日本の く開発段階〉における技術水準は模倣の レベルを遙かに超 えていたこと
を示 している。
西欧における産業革命では1世紀以上をかけて,主 に大学周辺で生まれた く研
究段階〉におけるイノベーションが,や がてワットやエジソンなどの起業家に
よる 〈開発段階〉のイノベーションへ と伝播 し,最終的にフォー ドやカーネギー
に見 られる企業家による 〈生産段階〉におけるイノベーションへ と緩やかに発
展 した。 ところが,敗 戦後の日本 は,通 産省の強力な産業政策の下,お もに米
国から技術導入を計 りなが ら戦中に蓄積 された 〈開発段階〉におけるエ ンジニ
アリング能力 を駆使 して,〈生産段階〉において 「デミング賞」に代表される く低
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コス ト&高品質〉を極度に追い求めるイノベーションを強行 した。つまり,欧
米において開花 した 〈研究段階〉におけるイノベーションが 〈開発段階〉のイ
ノベーションへ伝播された経路が,日 本においては遮断されていたのだった。
それゆえ,日本の戦後の大学は,良質な人材供給源としては期待 されてきたが,
〈研究段階〉におけるイノベーションの供給源としては一部の例外を除き看過
されてきたのである。
こうした,戦 時中に蓄積 された 〈開発段階〉におけるイノベーションと,米 国
か らの技術導入 によってもた らされた 〈生産段階〉におけるイノベーションの
急速な結合は,冷 戦構造における米ソ対立を追い風 として日本の工業国家 とし
ての立場を一気 に頂点にまで押 し上げることとなった。だが,現 在 日本産業界
は世界最高の自動車エ ンジンを設計製造で きる工業技術力を持ちながらも,新
産業 を創出し社会を変革しうる技術 イノベーションの不足 に苦 しんでいる。そ
の最大の理由は,〈研究段階〉におけるイノベーシ ョンの社会還元メカニズム
が欠落 しているため と考えられる。
それゆえ,〈研究段階〉におけるイノベーションが,〈開発段階〉でのイノベー
ションへ と素早 く伝達 されるメカニズムを国内に早急に構築する必要がある。
その運搬役 としては,〈研究段階〉における研究者が リーダーシップをとるビ
ジネス組織 としての 「兼業型ベ ンチャー」が最適 と思われる。なぜなら,彼 ら
は,終 身雇用が保障された国公立大学 ・独法化 された国立研究所 ・大手企業の
中央研究所 ・電力やNTTの 研究所に働 く研究サ ラリーマンであるからだ。そ
れゆえ,敗 者復活が困難で労働力の移動率 も著 しく低い日本社会において,彼
らに個人出資というリスクをとらせ,い ち早 く く研究段階〉か ら 〈開発段階〉
へのイノベーションの運搬役 を作 り上げるにためには,〈兼業型ベ ンチャー〉
が もっ とも現実的な手法といえる。
従 来か ら 「Entrepreneurship」は,「起業 家精 神」 ない し 「企業 家精神 」 とし
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てしば しば混同 して翻訳 されてきた。だが,マ ーシャルとシュンペーターは,
それぞれの主著 『経済学原理』および 『経済発展の理論』のなかでイノベーシ
ョンの主体者 を 「企業者(家)」 と説明する。他方,最 近のベ ンチャー創業者
を説明する用語 としては 「起業家」がふさわしい。そこで,仮 説 として提示 し
た図表 一2の 「3段階イノベーシ ョン ・モデル」では,〈研究段階〉から く開
発段階〉へ とイノベーションを伝達 しようとするエ ンジンを「起業家精神」,〈開
発段階〉か ら 〈生産段階〉へ とイノベーションを伝達するエンジンを 「企業家
精神」 と定義 した。こうすることで,研 究者個人が 「兼業型ベ ンチ ャー」を創
業する場合と,大 手企業などでサラリーマ ン経営管理者が 「関連会社」 を設立
する場合 を分離 して説明することが可能となった。
アダム ・ス ミスは,主 著 『国富論』において国富の源泉 とは 〈生産段階〉にお
ける く国内で雇用 された年々の労働 とその生産物〉であると定義 した。その労
働が産み出す付加価値の配当部分にあたる税金は,「科学技術立国」 を標榜す
る日本の 〈研究段階〉における公的資金の源泉 となっている。ところが,従来,
日本は国内に く研究段階〉を維持 し巨大な公的投資を続けながらも,〈開発段階〉
で求め られる〈研究段階〉におけるイノベーションを戦後米国に依存 してきた。
つ まり,現在の日本の苦境は,自 らの手で く研究段階〉におけるイノベーショ
ンを,〈開発段階〉のイノベーションへ と繋がる回路が遮断されているためと
捉えられる。それゆえ,こ れまで膨大な資源を投入 されてきた日本の国立大学
において,遮 断された回路を繋 ぐために 〈大学発ベ ンチャー〉の創造が不可欠
とい えよ う。
(2)産学連携 ビジネスモデルの新旧比較
従来か ら 「産学協同」ない し 「産学連携」の重要性は,一 部の識者によって指
摘 されてきた。 しか しなが ら,そ れらが円滑に機能 し始めたのは,TLOが設
立 された一昨年あたりからに過 ぎない。それでは,ど うして従来型の産学連携
は円滑に進 まなかったのであろうか?
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その理由は,図 表一3に 示しているとお り,これまでの産学連携が く大企業〉
と 〈大学の個人研究者〉 との関係をベースとしていたことに起因している。す
なわち,あ る大企業が,理 工系大学の研究室にある委託 ・共同研究を依頼 した
場合,大学研究者はその研究によって学術論文を最大の成果 とするのに対 して,
大企業は特許を出願 しなければならず,大 学側での論文公開に対 してネガティ
ブにならざるを得 なかった。 しか も,論文公開以前に特許出願を大企業が先行
した場合,出 願 に伴う費用の捻出は大学の個人教官には事実上不可能なため,
結局,共 同発明者として企業に出願権および所有権を無償で譲渡せ ざるを得な
かった。これでは,産 学連携をすすめて も大学の教官個人にはほとんどメリッ
トもな く,後に補償の意味合いが強い少額の奨学寄付金 を受けて,研 究室の消
耗品を賄い大学院生の学会派遣旅費を工面 してやる程度であった。
理工系国立大学
学術論文の競争
<
L
委託 ・共同研究
× 研究成果 ×
< 大 企 業
特許の囲い込みレ
公 開 非鯛
(対立発生)
図表一3従 来型の産学連携システム
ところが,昨年の規制緩和によって大学教官 自身が役員兼業が可能 とな り,〈国
立大発兼業型ベ ンチャー〉が設立 されることで,停 滞気味の産学連携が一気に
前進するようになった。その理由は,図 表 一4に示す とお り,矢印の流れが大
学側から始まり,自 ら大学教官個人が民間個人と共同出資により,商法上の民
間企業 を設立できるようになった。その結果,大 学教官 自身が保有する技術力
如何で,民 間ベ ンチ ャーキャピタル(VC)が 直接ベ ンチ ャー企業 に投資する
ようになった。 これ らの資金は返済不要でかつ配当も要求されない直接事業資
金であることから,国立大学には不可欠の 〈旅費〉〈消耗品〉〈労務費〉〈設備費〉
などの予算区分 もなく,ただ 〈実用化で きる技術の開発〉のためだけに利用で
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率
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ウ
成功モデル
秦
国立大学商学系(例:ビ ジネス創造センター)
国立大学同士の積極的支援と外部監査機能
図表一4国 立大発兼業型ベンチャーによる産学連携システム
きる。支出の決定は,毎 月末に開催される取締役会で,同 席するVC派 遣の
CFO(非常勤の財務担当取締役)と 他の役員の同意 さえあれば,速 やかに実
行可能できる。
さらに重要な点は,こ うした機動的な開発資金 と新たに雇用 される優れた人材
の重点的な活用によって,こ れまで科研費などの採択を待って2-3年 越 しで
行っていた技術開発 を一気に加速化 させ,そ こで得 られた開発成果を速やかに
自らが経営するベ ンチャー企業を通 じて特許出願できるようになった。もちろ
ん,各 大学にはそれぞれ特許出願に関してルールがあるので,正 当な手順を踏
まなければならない。だが,従 来無視 されてきた教官個人の知的財産権は,既
存のTLOの ア ドバイスを得つつ,自 ら出資し経営 に参画するベ ンチャー企業
が出願 し所有することで,権 利化されることとなった。
こうして特許化 され保護された技術は,特 許出願後に権利を損 なわない程度の
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工夫を加 えたのち,学 術論文としても公表可能である。その結果,特 許が公開
される以前に研究の存在は学会を通 じて大手企業の研究開発部門に広 く知られ
るところとな り,やがてベ ンチャー企業 と大手企業との間でビジネスとしての
受託研究契約が生 まれる。この場合,大 手企業の最低契約金額は,採 算面から
いって1件 あた り5000万円から1億 円程度であり,資本金1000-3000万円程度
のベンチャー企業にとって巨大なビジネスとなる。
さらに,こ うレた好循環が収益の増加をもた らす ようになると,ベ ンチャー企
業は大学に対 して学術助成を行えるようになる。 もとより,国立大学に対する
奨学寄付金は全額試験研究費 と同様に損金として計上可能なため,特 に大 きな
利益が出ることが予想 された場合,その50%程度を寄付することが可能となる。
こうした外部資金が大学研究室に還元 されるようになれば,大学院も活性化 し,
優秀 な人材が基礎研究部門に逆流 し始めると予想 される。こうして,修 士号 ・
博士号取得者のうち優秀な人材が,あ えて大企業ではなくベ ンチャー企業に就
職するようになると,〈大学発ベンチャー〉の技術 開発能力 も飛躍的に高まり,
やがて公開企業 も出て くるだろう。こうした成功例は,大 学周辺における新産
業創出の機運を高め,や がてそれに続 く新たな 〈大学発ベ ンチャー〉の誕生を
促すようになる。そして,こ のような流れが今 日のシリコンバ レーの繁栄を創
りあげた。
だが,最 後に注意を要する点がある。それは,こ うした流れは,ど の時点にお
いても,き わめて些細 な障害や トラブルでうえの流れは蹟いてしまうことだ。
それゆえ,ど うしても国立大学でビジネスを専門とする教官チームによる支援
と助言が欠かせない。そうした意味で,学 内に理工系学部を持たず,か つ大規
模なビジネス関連教官の集積する商学部および大学院商学研究科 を有する2つ
の国立大学 「一橋大学」および 「小樽商科大学」は,今後の く大学発ベ ンチャー〉
の創造に関して貴重な支援基盤 となる。
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(3)〈大学発ベンチャー〉の 日米比較
〈米国モデル〉
最後に,〈大学発ベンチ ャー〉の日米比較を試み る。 日本と米国ではいかなる
点において く大学発ベ ンチャー〉の創造に差異が見 られるのか,大 学の置かれ
た環境 に着 目して考察する。
図表 一5は,米 国において代表的な 〈大学発ベンチャー〉の創造プロセスをモ
デル化 した ものである。図表 一一5は左か ら右ヘプロセスを示 しているが,初 め
に留意するべ き点として,米 国の大学は,学 部においては特別な専攻や研究室
教育をもたず,読 み ・書 き ・発表 ・ディベー トなどのリテラシーを徹底 して教
えるカレッジ教育を重視 しているのに対 して,学 術ならびに職業に関する専門
教育については大学院で教えている。そのため,大 学は前者に特化 した 「コミ
ュニティカレッジ」や 「リベラルアーツカレッジ」 と,両者を兼ね備 える大規
模な 「ユニバーシティ」が存在する。さらに 「ユニバーシティ」は,も ともと
プライベー トカレッジから発達 した総合私立大学と,公 立の農科カレッジない
し鉱業学校か ら発達 した総合州立大学が存在する。
我 々が しば しば耳にするく大学発ベ ンチャー〉で有名な,コロンビア大学,MIT,
NIH
(国立 衛生
研究所)
国防省
NASA
etc
例:ペ ンシ ル
バニア大に
一 年250億円H>
研究騨 助金_レ 学内vc臨
研究型私立大学
MB=内 部監査機能
経営 人 ・ノウハ ウ
遷
?
? ス ピンア ウ ト型
ベ ンチ ヤー
1 一 ▲投資
分厚 いVC等 へ の投資(ハーバー ド大 で1500億円)
分厚 い大学基金(ハ ーバ ー ド大で2兆 円) 矧 民間vcl
大 企 業
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陸海空軍
図表一5米 国モデル
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ハーバー ド大学,ス タンフォー ド大学などは,す べて上にあげた総合私立大学
の うちの 「研究型私立大学」 と呼ばれるカテゴリーに属 している。こうした大
学には,2-3世 紀にわたって同一の宗教 ・家系か ら進学先を絞 り,遺産相続
に際 しても'母校のカレッジに寄付す ることが一家の伝統 となっている例が数多
く見 られる。その結果,学 部 ・専攻 に関わらず大学の運営基金にこれらの大小
を問わない遺産か らの寄付が200年以上 も集積することにより,ハ ーバー ド大
学1校 で2兆 円といわれる大学基金 を保有することとなった。つ まり,彼 らが
手本 とした英国におけるオックスフォー ド大やケンブリッジ大が,も ともと王
侯や教会の基本財産と不動産及び免税特権の寄贈 によって設立された 「私立カ
レッジ」の緩やかな連合体であるのに対 して,米 国のそれは植民地における草
の根のビジネス成功者達が自前で作 り出 した 「私立カレッジ」として大きな差
異を有 している。
これ らの巨額な自前基金を有数する少数の大規模 な大学院を有する米国の研究
型私立大学は,そ れゆえに政府に多 くの政治的リーダーを輩出 していることか
ら,国家安全保障という誰 もが納得する名 目で,莫 大な公的補助金がこれ らの
私立大学 に注 ぎ込まれている。それらの金額は,例 えば全米最大の復員軍人病
院 とリハ ビリセ ンターも有する私立ペ ンシルバニア大学へ,NIH(国立衛生
研究所)か ら年間250億円にのぼるグラン ト(研究補助金)が,支 出行為 につ
いては多 くの研究室単位に一任する形で支払われている。MITの場合,大 学
予算のおよそ半分が国防総省か ら支出されている。こうしたグラントのみが唯
一の給与源である教授 ・研究者が数 え切れないほど米国の大学で働いている
が,グ ラン トが切れれば自動的に退職せざるを得 ない競争的環境にある。
このような競争的な環境で米国大学の教授 ・研究者たちが,1980年に施行され
たベイ ・ドール法 によって自ら設立するベンチャー企業で実用化をはかるよう
になったのは,む しろ自然な流れであった。そして,巨 額の大学自前基金をも
ち,そ の運営に自ら相当な寄付を続ける銀行頭取 ・大手企業会長自身が大学理
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事として参画 していることから,明白に大学の発展 と基金の運用効率 を考えて,
政府の公的補助を受けて開発 された特許の実用化を目指す〈大学発ベンチャー〉
に投資することは,き わめて自然である。 しか も,これ らの大学基金を運用す
るために実際に働いているもスタッフの多 くは,母校 出身者である弁護士 ・会
計士達であ り,大学内ではボランティア(無 給)の 教授としてビジネススクー
ル(経 営大学院)で 教鞭をとりなが ら,同時に学内VCの 運用を行っている。
つまり,米国における 〈大学発ベンチャー〉の実態は,も ちろん他の州立大学
など多 くの異 なった事例があるにせよ,有 力私立大学においては親企業ではた
らく契約社員の分社化 と考えることも可能である。それゆえに,米 国における
〈大学発ベンチャー〉はス ピンアウ ト型企業と称 される。さらに,ベ イ ・ドー
ル法の条文には,〈中小企業に対 してライセ ンスの優先権を与 える〉 ことが明
記 されている。これは,一 般消費者を除 くと米国最大の購入者である 「国防総
省」が,陸 海空軍の発注先である大手企業に中小企業か らの資材購入を義務付
けているいることも合わせて考えると,結 果的に政府の多額の公的補助 を得て
大学か らスピンアウ トして設立された創業間 もない 〈大学発ベンチャー〉 にと
って,き わめて魅力的な環境整備がなされていることを意味する。
〈日本モデル〉
次 に日本モデルを紹介する。米国と異なり,日本の大学は く大学発ベ ンチャー〉
を援助 ・投資で きるだけの自前基金を持たず,毎 年のフローの予算(私 立大は
授業料)の みで存続 している。それゆえに,日 本モデルにおける く大学発ベン
チャー〉は兼業形式 をとることが現実的である。なぜならば,〈国立大発兼業
型ベンチャー〉の場合,教 官個人が負 うべ きリスクは出資金(無 借金経営の場
合)を 失 うことしかない。また,ベ ンチャー企業にとってもこれ ら兼業教官の
人件費を節減 し,代わ りに優れた研究スタッフや研究機材の購入が可能 になる
からである。
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こうしたことは,こ れら 〈大学発ベンチ ャー〉に対するVCの 投資行動 にも好
ましい影響を与 えていると考えられる。投資 した資金が,役 員賞与や大型の実
験施設の建設に用い られるとしたら,その投資が目的 とする 〈科学の産業化〉
にどれほど寄与 したか疑問である。投資側の視点にたてば,す でに基本特許が
出願直前に大学で生まれた研究成果を,〈大学発ベ ンチ ャー〉が迅速に特許出
願 し,産業化を担 う大手企業に対する研究受託 によって,株 式公開を果たすこ
とがVCの 最大の関心事項 となるであろう。それゆえ,〈スピー ド〉がすべて
の競争優位の根元とな り,〈科学の産業化〉にとってもっとも重要 なエ ンジン
となる。
図表 一6で は,す でに日本の国立大学は,人 件費か ら施設修繕費,光 熱費まで
すべてを文部科学省の予算で100%賄われている。 この ことが,現 在国民的な
議論 として 「小 さい政府」実現の障害として指摘 されているところでもある。
ところが,ま さに旧文部省の貢献によって,わ ずか1世 紀 とい う短期間で 日本
が世界に誇るべ き欧米技術の導入 とその国内移転,な らびにそれらを可能 とし
国立商科大=
外 部監査機能
入 ・ノウハ ウ
文部科学省 教育研究支出
倫理
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総 務 省
etc
〈麹)出 資 二設/鯉 。一
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大企業
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図表一6日 本モデル
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た人材育成が可能になったわけであ り,その功績は世界に誇るべ きもの と言っ
て も良いであろう。
しか しなが ら,これか らの日本の国立大学が果たすべ きミッションとしては,
もはや欧米の技術導入をはかるのではな く,日本発の 「科学を産業化」するこ
とが ミッションであることは何人 も否定で きない。そのためには,少 なくとも
「科学 を産業化」 しようとする熱意ある大学教授 ・研究者に対する公的支援が
欠かせない。その場合,す でに大学 という巨大な知のインフラを支えている文
部科学省のみが,公 的支援の責務まで背負い込む必要はないと思われる。つま
り,〈国立大発兼業型ベンチャー〉がで きれば,他 の省庁が 自由にそれらの企
業に産学共同事業関連予算 として,公 的支援を結果的に大学に行うことは素晴
らしい。
また大学においても,教授 ・研究者自ら出資するというある程度の リスクを負
う形で,自 ら開発 した 「科学」の 「産業化」を,激 烈な市場における技術競争
の場で試 してみることは,あ たかも道場ばか りでの稽古に加えて他の道場で他
流試合に出ることと同義であり,研究者にとってマイナスばか りではないと思
われる。さらに,内 部で共同出資者 という連帯によって,こ れまで同じ大学に
所属 しなが ら共同研究も学問上の交流 もなかった他学部,他 学科,他 専攻の専
門家たちが,自 らの技術 を市場 に問うために連携 ・協力 しなければならない と
いう,副産物 も得 られる。
ただ し,この場合気をつけなければならない点は,兼 業型である以上,公 共財
としての国立大学におけるビジネスの展開に対 して,そ れを速やかに学外で行
えるための準備 を怠ってはいけない,と いう点である。 こうした点を踏 まえ
て,国立商科大の教官は,あたかも監査法人に属する公認会計士 としての役割,
すなわち外部監査機能が期待 される。さらに,商法上の企業に対する業務監査 ・
会計監査や,大 企業をは じめとする既存民間企業からの様々な接近に対 しても
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一定の抑止力 として機能することが,結果的に兼業する大学教官個人を守るこ
とにつながると思われる。
われわれ小樽商科大CBCは,4つ のバイオ系 〈大学発ベ ンチャー〉の設立支
援(国 立大3,公 立大1)過 程で,実 に多 くのことを学び経験 した。それは国
立大学 として初めての経験であったと同時に,大 学教官個人として も初めての
経験であった。このような現実に遭遇 した経験から学んだこととして,以 下の
5点があげられる。
・役員兼業の規定が明確化によって3つ の兼業が可能になった
a)TLO企業の役員 ・顧問 ・評議員
b)研究成果活用企業の役員 ・顧問 ・評議員
c)一般民間企業の監査役
その結果,経 営責任 を伴わない非役員による 「技術 アドバイザー」兼業がさら
に容易になった。
・国家公務員倫理規定法(H12/3)に よって,未公開株式の有償または無償
の譲渡禁止が明文化 された結果,設 立出資と設立後の増資(ワ ラン ト権,ス
トックオプション付与を含め)が 可能 となった。例 えば株式会社 ジェネティ
ックラボの設立資金の68%を国公私立大学教官が出資 した。
・兼業型ベ ンチャーの誕生によって,実 質的な技術移転が素早 く進むようにな
った。なぜ なら,株 式会社ジェネティックラボの本社 は大学医学部附属病院
の道路 を挟んで向かいに立地 してお り,基礎技術の提供者が,「兼業役員」
または 「技術 ア ドバイザー」 とな り企業の研究開発 を直接指揮できるように
なったため,技 術移転スピー ドが画期的に早まった。さらに,自 らも出資す
る自己資金の枯渇 と隣 り合わせ にあることも加速要因となっている。
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・無借金経営のため,い つ事業をシャッ トダウンしても出資金を失 う以外に兼
業役員に債務はない。それゆえに,公 開を前提 としたベ ンチャーキャピタル
からの投資が重要で,開 発スピー ドはVC側 からの期待 もあって加速化せ ざ
るを得ない。
・巨額の自前基金 を有する 〈研究型私立大学〉や,安 全保障の名の下で膨大な
国防予算を私立大学に投ずる 〈米国モデル〉の追従は,日 本において不可能
かつ無意味である。それゆえ,明 治以来130年間にわたって国費 を投入 して
きた国立大学から,商科大学院や法科大学院の支援のもと 〈日本モデル〉を
早急に普及させる必要がある。そのためには,安 直な民営化 などではな く,
国家百年の計をもって実践か ら学んだ知恵を戦略化する必要がある。観念的
に考え現実を直視 しないことは,取 り返 しのつかない失敗 を繰 り返す。
6結 び:大 学発ベンチャーの創造に向けて
1891年,ゴール ドラッシュの混乱問 もないカリフォルニア州のサンタクララ郡
に息子の夫逝 を痛んだリーランド・ス タンフォー ド氏が寄付 して小さな無名の
「リーランド・スタンフォー ド・ジュニア大学」が生まれた。その40数年後,
同大学電気工学科の大学院同級生であったヒューレッ トとパ ッカー ドが,指 導
教官ターマ ン教授のポケッ トマネー538ドルと教授の口利きで借 りた10坪ほ ど
のおんぼろガレージで,HP社(米 国最大の総合エ レク トロニクス企業)を 創
業 した。 さらに20年後,且P社 は母校に研究所建物を寄付するとともに,社 員
の大学院派遣留学制度を開始 した。
人材 ・技術 ・資本の首都圏一極集中が激 しい 日本において,地 方に高度な技術
力に裏付けられた産業集積 を行 うことは一見絶望的である。けれども,シ リコ
ンバレーは,学 生2名 による 〈大学発ベ ンチャー企業HP社 〉に始まり,やが
てPCやIT分 野における世界標準を次々と生み出す までに成長 した。北海道
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において も,21世紀の新技術 と目されるバイオ産業をリー ドするベンチャー企
業 を大学発で創 り出すことができれば,北 海道版シリコンバ レーす なわちIT
とバ イオを核 とする 〈サッポロバ レー〉の実現 は可能であると信 じたい。
個人 としては競争的だが組織 としては戦略的に厚遇されている米国の 〈大学発
ベ ンチャー〉に比較 して,は じまったばか りの日本の く大学発ベ ンチャー〉の
置かれている状況は貧困である。なぜなら,蓄積 に数世紀 を要する自前の運営
基金 をもつ大学は日本において皆無に等 しく,OB会が社 団法人化 ・財団法人
化 されている国立大学は,一 橋大 と小樽商科大等に過 ぎない。 日本の大学制度
は,明 治初期 に札幌農学校が米国の州立農科 カレッジを手本 として始 まった
1876年にスタ…一・トした。翌年には現在の東京大学工学部および医学部にあたる
工部学校 ・医学校が同様にスター トした。それゆえ,後 に創設された大学 ・専
門学校 を加えても日本の大学は1世 紀に満たない歴史 しかない。
我が国の研究基幹大学 と呼ばれる旧帝国大学7校(北 海道 ・東北 ・東京 ・名古
屋 ・京都 ・大阪 ・九州)を 例に上げると,理工系学部の教授 ・研究者(講 師 ・
助手含む)の 従来の研究資金は,一 律配分 される1教室数あた り数百万円の校
費 と,公募型の数百万～数千万円の科学研究費がほとんど唯一の資金 ソースで
あった。それ以外 に大学 自前の基金は存在せず,民 間の大手ないし中堅企業か
らの奨学寄付金は景気に大 きく左右 され,か つ企業側が何 ら知的財産権 を大学
側に要求で きない内容 となっている。
米国に比べ圧倒的に後発 ・劣位の環境の下,世 界第2位 の経済 ・技術大国を人
的資源面か ら支えなければな らない日本の国立大学における教育環境 も,ま た
貧困な状況にある。例えば,MITにお ける1学 科あた りの教授定員は,日 本
の25名前後に対 して16名と2/3程 度であるが,秘 書は日本の学科あた り1-
2名に対 して1教 官あたり く教育〉〈研究〉〈事務〉の3名 が配置されている。
こうした点か らも,米 国の教授は日本の3倍 の仕事をこなしなが ら,かつ学会
》
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活動や く大学発ベンチ ャー〉の創造に向けた仕事が可能となっている。
こうした 〈大学の自前基金 なし〉〈秘書等の支援スタッフなし〉〈限られた研究
資金 ソース〉〈政府他部門との没交渉〉 といった貧困な環境で,一 体 どのよう
にして世界に通用する 〈大学発ベ ンチャー〉 を,日本国内に迅速に構築すれば
良いのだろうか?そ の回答および本論文の結論として,先 頃政府により公表
された 「大学発ベンチャー-1000社構想」の現実的な手法である く国立大発兼業
型ベ ンチャー〉の全面的拡大 を提案する。
このような く大学発ベ ンチ ャー〉を1社 でも多 く創造するために,小樽商科大
CBCにおける支援活動か ら学んだ知見 として,今 後政策 として望 まれる 〈3
つの支援策〉を提案 し,本論文を締め括 りたい。
〈大学発ベンチャーを創造す るために必要な3つ の支援策〉
・外部監査組織:
われわれが21世紀初頭の国富形成の基盤形成を 〈大学発ベ ンチャー〉に託す決
心を行 うのであれば,相 応の援助 とインセンティブを大学教官および大学に与
えるべ きである。ただし,厳密 な 〈監査〉を前提 としている。それゆえ,〈大
学発ベ ンチャー〉を創造 しようとするには,強 力に存在する中立かつ善意の外
部監査組織が不可欠であ り,それには次の 〈3つの機能〉を果たすことが求め
られる。
a>大学内における施設 ・資源の利用が適正に行われているかチェックする
「倫理機能」 ・
b)商法上の株式会社 として,適 法かつ適正な経営が行われているか,株 主
を代表して経営 をチェックする 「監査機能」
c)大企業が,力 のないベンチャー企業に対 してフェアな競争や契約 を行っ
ているかチェックする 「抑止機能」
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・特許戦略:
一刻 も早 く,大学の研究室で生 まれた科学を産業化するためには,大 学発の技
術が特許 として守 られる必要がある。そのためには,特 許庁の人員 ・予算を一
挙に拡充するとともに,そ こで一定年限働いた職員を弁理士 として試験の上で
弁理士登録 し,不足する弁理士の供給源 となること。 また,民 間企業特許部門
で働いた民間人の登用を大幅に実施すること。
・インキュベーション:
〈大学発ベ ンチャー〉は襟 を正 して,可 能な限 り速やかに開発現場 を大学外に
設け,大 学か ら離陸すること。そのためには,大 学周辺の遊休地に公的なイン
キュベーション施設を早急 に建設 し,かつ民間企業が大学保有の土地をリース
して自前研究施設を商業登記 して建設出来るようにすること。また,政 府はこ
れ ら 〈大学発ベ ンチャー〉 に投資できる民間が運営するファンドに,拠 出条件
を厳 しく審査 した上で拠出すること。
以上
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